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医療ソーシャルワーカーの資格は法制化されていない。しかし、専門職としては我が国で

100年に及ぶ歴史がある。医療ソーシャルワーカーが必要とされた時代的背景と共に、国の示

した「医療ソーシャルワーカーの業務指針」を軸に医療ソーシャルワーカーの業務を考察する。

富山県において中核病院であり、高度医療を担う富山大学附属病院の医療ソーシャルワーカー

業務を「業務統計年報」と「患者満足度調査」及び「インテークから終結までのニーズ調査」

を考察することで、医療ソーシャルワーカーの今日的な課題を論ずる。
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はじめに

我が国において、医療ソーシャルワーカーという専

門職が最初に配置されてから 100年の月日がたってい

る。国も「医療ソーシャルワーカー業務指針」におい

て、専門職としての業務の指針を示し、普及を図って

いるものの、資格として法制上のものは現在はない。

地域における社会福祉、すなわち地域福祉を推進し

ている我が固にとって、介護保険制度の施行、障害者

自立支援制度の施行、在宅医療・訪問介護制度の導入、

医療法改正など、保健・医療・福祉をめぐる情勢は、

地域福祉推進に向かっていると考えられる。

医療ソーシャルワーカーとしは、保健医療機関にお

いて社会福祉専門職として、地域福祉を推進する上で、

その役割はますます重要になってきている。

医療ソーシャルワーカーの業務を検討し、更に医療

機関や地域における医療ソーシャルワーカーの役割を

明確にしていくととは、地域福祉推進にとって欠かす

乙とはできないと考える。

1 )富山大学附属病院医療福祉サポートセンター
2)施設入所の可否を決定する役人。病院慈善係として病
院に配置された。

今回、富山県の地域医療の中核、高度医療を支える

富山大学附属病院の医療ソーシャルワーカーの業務を

検討し、医療ソーシャルワーカーの現状と課題を考察

する。

I 医療ソーシャルワー力一業務の変遷

1 -1 医療ソーシャルワー力一の業務の歴史的概観

我が国の医療ソーシャルワーカーは、病院、診療所

などに勤務するソーシャルワーカーを指し、その実践

が医療ソーシャルワークとみなされてきた。イギリス

では1895年にロイヤル・フリー・ホズピタルにアル

マナー CAlmoner2
) として初めて配置され、アメリ

カでは1905年にマサチューセッツ総合病院に初めて

配置されている。我が国では、 1919年に三井財閥が

イギリスのアルマナー制度にならって泉橋慈善病院に

病人相談所在置き専門の相談員を配置したのが最初で

ある。

第二次世界大戦後はGHQC連合軍最高司令官司令

部)主導のもとに、 1947年に保健所に医療社会事業
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員を置くことが規定され、医療社会事業員長期養成講

習会の開催、国立療養所などにも医療ソーシャルワー

カーが配置され、その後徐々に民間病院にも配置され

るようになっていった。

医療ソーシャルワーカーの業務は、保健所・医療機

関での業務があり、医療機関では個々の病院機能や特

性に応じてによってその業務が形成され、多様化して

いったものと考えられる。全般的に当初は「よろず相

談所」的な状況で、あった。

我が国の最初の医療ソーシャルワーカー業務指針

は、 1958年「保健所における医療社会事業の業務指針」

である。アメリカでの医療ソーシャルワークを当時の

日本の実情に合わせて作成された。これは保健所と医

療機関の本来的な業務の違いから、保健所のために策

定された医療ソーシャルワーカーの業務指針は医療機

関の医療ソーシャルワーカーの業務においては必ずし

も有用で、あったわけではないと考えられる。

1989年「医療ソーシャルワーカァ業務指針」が策

定された背景として、その前文に「医療ソーシャル

ワーカーが専門職であることを明確化するために新た

な業務指針の作成が必要となった」と示された。この

ことから多くの医療機関に医療ソーシャルワーカーが

配置されているが、専門職として個々の業務に混乱が

見られ、一定の業務の方向性老示す必要が出てきたと

考えられる。その後、国立病院の一般職で、あった医療

ソーシャルワーカーを福祉職の福祉職俸給表の適応さ

せる必要、介護保険法の成立及び医療法の改正を受け

て、傷病者が地域において自立した生活を営むため、

患者の人権擁護などに対応するためなどの理由で、医

療ソーシャルワーカーの役割を更に明確にするため、

2002年に「医療ソーシャルワーカー業務指針」が改

正された。

介護保険制度の導入による医療と福祉の再編と在宅

福祉への転換、医療法改正による病床区分の見直し、

在宅医療の促進などが、治療の中心としての病院の役

割を、地域への移行といった医療と福祉の大きな潮流

の中で、医療ソーシャルワーカーの役割も、当初の貧

困問題への対応で、ある生活と医療問題への対応から、

多様な課題への対応へ変化している。

一方で、社会福祉の専門職化は、 1987年に社会福

祉士及び介護福祉士法、 1997年に精神保健福祉士法

が成立し、国家資格化が図られてきた。 2008年の診

療報酬改定において、退院調整加算及び後期高齢者医

療制度において、療養病棟及び医療機関で行われてい

る退院支援が評価され、施設基準に社会福祉士の名称

。。
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が明記されるとともに、診療報酬として点数化され評

価されている。また、 2010年の診療報酬の改定にお

いては地域連携関連項目として医療と介護の連携推進

に関して、地域連携による救急患者の受入れの評価、

地域連携クリテイカルパスの評価、退院支援、退院時

カンファレンスの評価、ケアマネージャーとの連携が

評価がなされている。しかし、医療ソーシャルワーカー

は、社会福祉士として医療機関における社会福祉の専

門職とは位置づけられているわけではなく。診療報酬

上の評価も社会福祉士の退院支援のみになっており、

医療ソーシャルワーカー業務指針で示された医療ソー

シャルワーカーの業務に対して診療報酬として評価さ

れているわけではない。これは、今日に至っても医療

ソーシャルワーカーとしての国家資格化は図られてい

ないことに起因していると考えられる。

厚生労働省の医療施設調査・病院報告の概況による

と、医療社会事業従事者は1970年には1，838人であ

り、病床100あたり0.2人となっている。 2009年には

9206人であり、病床100あたり0.6人となっている。

表-1 医療社会事業従事者数の推移(厚生労働省医療施設

調査・病院報告より筆者編集)
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時醐医療社会事業従事者

1998年までの従事者数調べでは、社会福祉士及び精

神保健福祉士数は把握されていなかったが、 1999年か

ら精神保健福祉士数、 2002年から社会福祉士数が把握

されるようになった。よって、表-1は2000年において、

医療社会事業従事者の伸び、率が鈍っているようにみえ

るが、実際には社会福祉士・精神保健福祉士として状

況把握されている者が多数いると考えられる。

医療ソーシャルワーカーは、 1970年以降一貫して

従事者が増えてはいるものの、 2009年において病床

100に対して0.6人であり、依然として少数であると

考えられる。



歴史的に考えて、医療ソーシャルワーカーの当初の

役割は、貧困者に対する医療の保障を如何に行うかで

あった。社会保険をはじめとする社会保障制度が未整

備な時代において、貧困者の生活支援と医療支援は一

体的で不可欠のものであった。疾病によって働けなく

なれば、所得を失い生活は困窮に陥る。生活問題と医

療問題は直結する課題で、あった。

その後の、医療をめぐる社会的な環境の変化は、疾

病構造の変化とともに、医療ソーシャルワーカーの業

務老多様なものにし、国から示された業務指針により、

専問職として一定の業務の方向性はあるものの、国家

資格化はされておらず、定義付けが暖昧なまま、保健

医療機関における社会福祉の専門職という暖昧な専門

職として位置付けられている。

今日、多くの医療機関が、医療ソーシャルワーカー

の基礎資格として、社会福祉士を想定し、採用条件に

している。法的な位置付けはないまま社会福祉士を基

礎とはしているが、診療報酬で評価される退院支援以

外にも、医療ソーシャルワーカー業務指針に示された

業務を行うものが医療ソーシャルワーカーであると考

えることもできる。

1-2 医療ソーシャルワー力ーの業務内容の変遺

医療ソーシャルワーカーの業務として、歴史的には

社会保障制度が未整備な時代には貧困者に対する医療

の保障が最も必要な業務で、あった。社会保障制度が整

偏されてきても、貧困と医療の問題は、医療ソーシャ

ルワーカーの業務の中で大きな位置を占める。

1958年の「保健所における医療社会事業の業務指

針」では、医療社会事業の定義を、「医療ならびに保

健医療機関などの医療チームの一部門として、社会科

学の立場から医師の診断を助けるとともに、疾病の治

療、予防、更生の妨げとなる患者や、その家族の経済的、

精神的、あるいは社会的諸問題を満足に解決もしくは

調整できるように、患者とその家族を援助する一連の

行為をいう。」としている。その業務は、①ケースワー

カーとしての必要な条件、②業務の企画立案、③ケー

スワークの実施、④グループワークの実施、⑤所内で

のチームワーク、⑥普及活動一関係機関との連携、⑦

実習生の指導、③研究調査とされた。

1958年当時は、戦後の貧困から脱する時期と考え

られるが、疾病と生活問題は密接に関係じていたと思

われる。また、医学の専門分化において、医師、看護

師、薬剤師、栄養士などの専門職が確立し、医師が診

療から看護まですべてを担う時代から、専門職チーム
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として治療に当たるのが一般的んなってきた時期とも

いえる。

保健所の大きな役割の中に、公衆衛生活動があり、

結核に代表される伝染病は大きな社会問題であると共

に、生活問題への対処が不可欠で、あった。国民健康保

険法は同じ年の1958年に成立している。社会保障制

度が出来上がる時期ともいえ、治療費、生活費に対し

ての諸問題に対する必要が大きかったと考えられる。

戦後間もなくの頃は、一位が結核、二位が肺炎およ

び気管支炎、三位が胃腸炎であり主として感染症で

あったが、その後、一位が悪性新生物、二位が心疾患、

三位が脳血管疾病となり、慢性疾患へと疾病構造は変

化している。

高度経済成長を機に、国民所得は向上し、生活が充

実したと共に、生活構造の変化として、高度消費など

もみられ、国民生活が豊かになる一方で、肥満、高血

圧、高血糖、高脂血などの生活習慣病が増大した。

生活習慣に起因する疾病は、徐々に進行するという

大きな問題老生活に与える。生活習慣病は、慢性的に

生活と共に療養生活をしなければならないという、生

活の新たな問題を多く生むことになった。

1989年の「医療ソーシャルワーカー業務指針」では、

その前文に、「長寿社会の到来、疾病構造の変化、医

療の高度化、専門化等の状況の下、保健所のほか、病院、

老人保健施設、精神障害者社会復帰施設等において、

社会福祉の立場から患者や家族の抱える経済的、心理

的・社会的問題の解決、調整を援助し、社会復帰の促

進を図る医療ソーシャルワーカーに対する期待は大き

くなっており、その数も年々増加してきています。」

とし、医療ソーシャルワーカーについて法律上の資格

がないこと、保健所以外にも病院に多く配置されてい

ることから、医療ソーシャルワーカーの資質の向上を

図る必要性において、新たに業務の指針を示すことと

した。

この際の医療ソーシャルワーカーの業務の範囲は、

①経済的問題の解決・調整援助、②療養中の心理的・

社会的問題の解決・調整援護、③受診・受療援助、④

退院(社会復帰〉援助、⑤地域活動とされた。

2002年の改定された「医療ソーシャルワーカー業

務指針」は、介護保険制度の導入、在宅医療・訪問看

護を医療保険サービスに位置づける健康保険法の改

正、医療法改正による病床区分の見直しと病院施設の

機能分化、権利擁護、障害者福祉制度の改革などを背

景に、医療・保健・福祉の連携の必要性と総合的な

サービス提供の必要性などから、病院等の保健医療の



場において、社会福祉の立場から患者のかかえる経済

的、心理的・社会的問題の解決、調整を援助し、社会

復帰の促進を図る医療ソーシャルワーカーの果たす役

割に対する期待は、ますます大きくなってきていると

しながら、医療ソーシャルワーカーの業務の範囲が一

定程度明確となったものの、一方で、患者や家族のニー

ズは多様化しており、医療ソーシャルワーカーは、こ

のような期待に十分応えているとはいい難いとして、

業務指針を改定したものである。

医療ソーシャルワーカーの業務の範囲は、①療養中

の心理的・社会的問題の解決、調整援助、②退院援助、

③社会復帰援助、④受診・受療援助、⑤経済的問題の

解決、⑤地域活動とされた。

この改定によって、以前の業務の範囲と比較して、

介護保険制度、医療制度、障害者福祉制度の改正を受

けて、退院援助の地域性を強く意識した者になってい

ると言える。

我が国の疾病構造が、感染症を中心とした医療から、

生活習慣病を中心とした医療に変わる中、医療ソー

シャルワーカーの業務も多岐にわたるようになったと

考えられる。

高齢化の進展及び医療の進歩と高度化は、社会保障

費、医療費の高騰などに顕著に表れていると考えられ

る。

医療ソーシャルワーカーの業務も、貧困対策から多

様な生活支援へと変化している。

介護保険制度の制定は、高齢者の福祉サービスが、

福祉という 2つの制度にまたがっていたものを、介護

保険という制度に一本化し再編することとなった。ま

た、医療法改正に改正による病床区分の見直し、在宅

医療の推進などの改革は、社会保障費の高騰に歯止め P

をかけるには至っていない。

多くの医療ソーシャルワーカーにとって、介護保険

制度の導入や医療法の改正によって、業務の中心が、

入院患者の退院問題という形で顕著に表れている。

医療の中で、急性期から回復期、慢性期への病状の

移行とともに、急性期を担う医療機関から、回復期や

慢性期を担う医療機関への転院。医療機関から在宅療

養のために退院するなど、一医療機関だけでは解決し

ない利用者の生活問題に直面している。

地域を中心とした、医療機関同士の連携、医療機関

と在宅療養の連携、制度的にも医療保険と介護保険の

各サービスの連携など、地域を核とした生活支援体制

への対応が必要で、ある。
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E 富山大学附属病院医療ソーシャルワー

力一業務検討

11-1 医療ソーシャルワー力一業務の検証一富山大

学附属病院の医療ソーシャルワー力一 2009年度業

務統計からー

富山大学附属病院は、地域の中核病院であると共に

高機能病院として機能している病院である。富山大学

附属病院の医療ソーシャルワーカー 1990年から配置さ

れている。医療ソーシャルワーカーの歴史的から見て、

最近医療ソーシャルワーカーが配置されたものである。

今回は2009年度の業務年報から、現在の医療ソー

シャルワーカーの業務指針に照らしてその課題を明ら

かにしたい。

富山大学附属病院の医療ソーシャルワーカーの業

務を2009年度の業務統計資料をみると業務の分類は、

I退院支援(転院・入所)、日退院支援(在宅)、皿転医、

町在宅支援、 V経済的(医療費)、 VI経済的(生活費)、

VII受診・診療、唖心理社会的 医社会復帰、 X入院手

続き、 XIその他、 XII窓口連携に分かれている。

医療ソーシャルワーカー業務指針の分類では、①療

養中の心理的・社会的問題の解決、調整援助、②退院

援助、③社会復帰援助、④受診・受療援助、⑤経済的

問題の解決、⑤地域活動となっているので、この分類

に照らしてみると、①療養中の心理的・社会的問題の

解決、調整援助=I咽心理社会的」、②退院援助=I I 

退院支援(転院・入所)J I II退院支援(在宅)JIIII転

医JIN在宅支援」、③社会復帰援助=I民社会復帰」、

④受診・受療援助=IVII受診・診療JIX入院手続き」、

⑤経済的問題の解決=IV経済的(医療費)JIVI経済

的(生活費)J、⑤地域活動=IX II窓口連携」及び IX

Hその他」となる。(表-2) 

表-2 富山大学附属病院医療ソーシャルワーカ-2009年
度業務統計資料

医療ソ シヤルワカー 附属病院
業務指針による業務分類 業務分類 依頼 相談 連携

療養中の心理的・社会的
心理社会的 52 問題の解決、調整援助 210 256 

退院援助
退院支援 193 263 4952 

転医 22 39 287 

社会復帰援助 社会復帰 29 77 169 

受診・受療援助
受診・診療 50 43 279 

入院手続き 72 37 521 

経済的
81 190 

経済的問題の解決
(医療費) 311 

経済的
53 247 (生活費)



医療ソーシヤルワー力一 附属病院
依頼 相談 連携

業務指針による業務分類 業務分類

地域活動
在宅支援 153 249 759 

窓口連携 96 22 469 

その他 15 12 83 

計 816 1389 8464 

医療ソーシャルワーカー業務指針の業務範囲のすべ

ての項目において、業務が行われていることがわかる。

また、依頼数、相談数、連携数から、依頼に対して連

携数がすべての項目において多く、業務の遂行が知何

に他職種や他業種との連携において遂行されているか

が伺える。

特に退院援助において、依頼件数に対して連携件数

が突出して多いことは、退院支援において、病病連携、

病診連携、在宅へ退院に対しての連携が業務の中心で

あることが伺える。診療報酬として退院援助にかかる

評価はされているものの、退院につき l回限りの評価

であるが、退院援助には膨大な時間と労力が必要なこ

とがこの結果から伺い知れる。

経済的問題には、医療費の問題と生活費の問題が示

されており社会保障制度がある程度整備されている今

日においても、医療費の問題は大きなものであり、ま

た傷病によって生活問題として顕著に表れるのが生活

費の問題であることも伺い知れる。経済的問題の解決

において、医療ソーシャルワーカーとしての業務が如

何に重要かということも伺える。

富山大学附属病院の医療ソーシャルワーカーの業務

年報から、医療ソーシャルワーカーの業務は多岐にわ

たっており、診療報酬としで評価されている退院援助

を中心に行っているだけではなく、医療ソーシャル

ワーカー業務指針に示された広範囲な業務を遂行して

いるものと考えられる。

医療ソーシャルワーカーは、経済的問題に対応する

ために当初配置され始めた。それは生活問題と医療問

題が貧困という社会的な問題において、同時に現れ、

それを克服することが社会的課題であった己時代とと

もに、社会保障制度が整備され、ある一定の社会保障

が整備されてきているが、医療ソーシャルワーカーに

とって医療費や生活費といった経済的問題は、克服す

べき問題として大きな課題であると言える。一方で疾

病構造と生活構造の変化は、疾病を起因とする生活問

題を多様化していった。医療ソーシャルワーカーの業

務もそれに合わせて多様にしていったと考えられる。

その多様になった課題に、医療ソーシャルワーカーの
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業務指針を反映する形で対応していった。今日の医療

構造の変化の中では、病院機能に合わせて退院支援は、

医療ソーシャルワーカーの業務の中で重要さは増して

いると考えられるが、他の生活問題が減っているわけ

ではない。

介護保険制度改革、医療制度改革の中で、医療ソー

シャルワーカーは地域の社会資源と連携していくこと

を求められ、その業務はより複雑になっていくと思わ

れる。

II-2 患者満足度調査の検討

( 1 )対象と方法

平成22年 7月から 9月までの 3ヶ月間、医療ソー

シャルワーカーが相談を開始し終結へと導くことがで

きた患者およびその家族を対象とした。無記名調査と

し、調査用紙を直接配布、記入後は回収箱にて回収を

行った。配布枚数は20枚でうち患者本人からは 3枚、

家族からは11枚の計14枚を回収した。

調査項目は、間 1)担当者の対応、間 2)担当者へ

の質問や相談のしやすさ、問 3)担当者の話の内容、

問4)相談にかかった時間、間 4-1)相談時聞に満

足で、きなかった理由、間 5)相談に来たきっかけ、問

6)意見等、問7)回答者の 7項目を設置した。

(2)結果と分析

間 1)担当者の対応では、「ょがった」と回答した

人は 13人、「ふつう」と回答した人は l人であった。

また、問 2)担当者への質問や相談のしやすさでは、

「しやすかった」と回答した人が13人、「ふつう」と

回答した人が l人であった。どちらの項目も高評価を

得られている結果となった。間 5)相談に来たきっか

けでは、「以前から医療福祉サポートセンターを知っ

ていた」と回答した人が 4人、「医師の紹介」と回答

した人が 7人、「その他のスタッフの紹介」と回答し

た人が l人、「その他」と回答した人は 2人であった。

相談に来たきっかけは半数が医師からの紹介であった

が、一方で、医療ソーシャルワーカーの存在を知ってい

る人もいるという結果であった。(表-3) 

表-3 患者満足度調査の結果

問1)担当者の対応

| よかった | 
|13  

ふつう 悪かった。
問2)担当者への質問や相談のしやすさ

| しやすかった | ふつう | 
|13  1 I 

しづらかった。



間3)担当者の話の内容

|わかりやすかった|

|13  I 
ふつう |わかりにくかった|

|o  I 

間4)相談にかかった時間

| 満足できた | 
|12  

|満足できなかった|

|o  I 
ふつう

2 

問5)相談に来たきっかけ

問7) 回答者

| 患者

|3  
家族

11 
その他。

(3)考察

多くの項目で高評価を得られているととから、ソー

シャルワークの受容や傾聴の姿勢に満足度が高く表れ

たように思われる。面接という限られた時間の中で利

用者の話老傾聴し受容する技術が、利用者との信頼関

係を築きその後のソーシャルワークを円滑に展開して

いくためにも必要であると言える。

利用者のほとんどが、医師をはじめとする他職種に

よって医療の存在を知ることが多いとわかった。ひと

りでも多くの利用者の生活を支援するためには、院内

において医療ソーシャルワーカーの周知徹底にこれか

らも力を入れていく必要がある。

また今回の結果では幸いにも医療ソーシャルワー

カーの高い評価がほとんど、で、あったが、利用者側から

みて医療ソーシャルワーカーの当たり外れがあっては

不利益を被ることが懸念される。医療ソーシャルワー

カーの業務は、個人の力量に左右される部分がないと

は言い切れないが、個人個人のレベルアップと共に利

用者や他職種からみて医療ソーシャルワーカーという

職種の一定の質は常に担保しておくことが重要であ

る。

さらには患者満足度を高めることで、「また何かあっ

た時はあの病院にお世話になりたい」という利用者が

増える可能性がある。利用者に対する誠意を持った対

応が結果として病院全体の利益に繋がっていくことを

意識し、真撃に相談に応じていきたいと考える。

11-3 インテークから終結までの業務分析の検討

( 1 )対象と方法

平成22年6月に新規で受けたケース73件を 8月ま

での 2カ月間、追跡調査を行った。インテークから終
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結までの聞に、インテーク時のニーズから変化がみら

れたかどうか検討した。ニーズの変化は日報で使用し

ている「利用内容」の変化をみることとし、①退院支

援(転院・入所)、②退院支援(在宅)、③転医、④在

宅支援、⑤経済的支援(医療費)、⑤経済的支援 c生
活費)、⑦受診・診療支援、③心理社会的支援、⑨社

会復帰支援、⑪入退院手続き支援、⑪その他、⑫窓口

連携の12項目を設けてある。

(2)結果と分析

新規ケース73件のうち、 10件のケースでニーズの

変化がみられた。変化のあった10件のケースを分析

すると、①依頼元のアセスメントと医療ソーシャル

ワーカーのアセスメントが異なったケース、②社会的

背景によりニーズが変化したケース、③病状の変化に

より支援方針が変化したケースの3つの指標に分類す

ることができた。

①依頼元のアセスメントと医療ソーシャルワーカーの

アセスメントが異なったケース (3ケース)の分析

.入院時に在宅での様子を情報収集するよう依頼が

あったため関係機関と連絡調整を行っていたが、医

療ソーシャルワーカーより退院に向けての支援が必

要と判断し、退院支援に移行したケース

-他院より受診歴の問い合わせがあったが、その後障

害年金の申請支援に移行したケース

・制度の紹介の依頼があり相談に応じたが、その後地

域の関係機関からの問い合わせで退院支援に移行し

たケース

②社会的背景によりニーズが変化したケース (4ケー

ス)の分析

・身寄りがなく治療の同意のため近親者の捜索を行っ

たが、その後無保険だったため医療費の問題に発展

したケース

・障害者手帳の等級変更を支援したが、その後退院支

援へと移行したケース

-転院を予定していたが、ケアマネジャーが在宅退院

を調整していた。しかし本人と相談の結果、結局転

院となったケース

-他院より転医の相談があり受診手続きを行った後、

地域の関係機関と在宅支援のため連絡調整老開始し

たケース

③病状の変化により支援方針が変化したケース (3

ケース〉の分析

・リハピ、リ目的の転院予定であったが、病院検索中に

病状が改善し自宅退院となったケース

・リハビリ目的の転院予定で、あったが、本人・家族の



意向で自宅退院の方向となった。しかし病状の変化

があったため、結局リハビリができる病院への転院

となったケース

・リハビリ目的の転院予定で、あったが、転院調整中に

病状が改善し自宅退院が可能となったケース

(3)考察

インテーク時からのニーズに変化がみられたケース

は、 10ケースという結果であったが、ニーズの変化

がなかったケースについては、顕在的なニ一ズズ、への対

応のみで

の本当の思いを遮つてしまうような面接を行つていな

いか、常に振り返ることが大切であると感じる。利用

者の思いに耳を傾け、その思いに寄り添う姿勢を忘れ

ず、利用者の自己決定者促せる支援を行うことが大き

な課題と言える。

またインテーク時にきちんとアセスメントすること

で、その後のニーズの変化を予測できたのではないか

と思われる。利用者の生活をソーシャルに把握で、きる

技術や、インテーク時には利用者の病状や予後、生活

状況、社会的背景をも考慮したアセスメント力を養っ

ていく必要性がある。病状の変化に合わせて支援方針

を適切に変更し、即座に対応していく力も求められる

だろう。

そして、院内スタッフや地域の関係機関との連携を

密に図ることで、利用者によりよい支援をチームで提

供できると考える。そのためにも医療ソーシャルワー

カーのアセスメントをきちんとチームへフィード、パッ

クし、問題の共有を行うととを意識して業務に取り組

むことが大切であると言える。

E 今日的な医療ソーシャルワーカー業務の

考察

高齢者の医療サービスと福祉サービスを統合し、高

齢者の自立を支援するという新しい理念のもとで開始

された介護保険制度。在宅医療・訪問看護を医療保険

サービスに位置づける健康保険法の改正。病床区分の

見直し、病院施設の機能分化を促進する医療法改正。

障害者福祉サービスを措置制度から利用サービスに

し、身体、知的、、精神障の③障害を一体化したサー

ビス体系にした障害者自立支援制度。これらの改革は

在宅、地域福祉への推進を図る我が国の社会保障制度

を具現化するものである。

保健医療機関で働く社会福祉の専門家である医療

ソーシャルワーカーも、我が国の社会保障制度の大き
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な改革の中にあると言える。

生活と医療の問題が貧困という問題において密接で

あった時代から、生活習慣病に代表される慢性期疾病

を抱えながら療養生活するという時代に移行してい

る。医療ソ←シャルワーカーの業務は、その時代とと

もに変化してきている。

医療ソーシャルワーカーは、保健医療機関の中で、

社会福祉の立場から患者の抱える経済的、心理的・社

会的問題の解決、調整を援助し、社会復帰の促進を図

る役割を持つ。その業務は多様で多岐にわたり、「医

療ソーシャルワーカー業務指針」に示された業務のす

べてにおいて、医療機関での社会福祉の専門家として、

必要な業務である。

医療法改正などによって、病院の機能分化が進み、

病院機能から退院支援が業務として大きな位置を占め

ることとなっている。診療報酬という評価も退院支援

にのみ適応されている。患者の立場から、医療機関の

機能として退院が必要になったとしても、その必要性

や今後の療養生活などに対して、すぐに答えの出せる

ものではない。医療ソーシャルワーカーは、社会福祉

の専門家として、退院支援を生活問題として捉え支援

を行う。利用者である患者にとって重要な役割を担う。

地域における福祉、在宅医療・訪問看護が必要とさ

れる今日において、地域の社会資源である施設や専門

職とネットワークを組んで、支援することは不可欠で

ある。医療ソーシャルワーカーは、そのネットワーク

でも重要な役割を担う。

保健医療機関において社会福祉の専門職としては、

精神保健福祉士法によって資格が法制化され、同法に

基づき業務が行われている。医療ソーシャルワーカー

については、同様な資格は法制化されていない。資格

の法制化で、持って業務が特定され、資質が向上すると

論じているわけではない。資格が法制化されていない

からこそ、業務指針に照らして、業務が遂行されてい

るかを検討する必要がある。

業務の検討とともに、その業務の資質について検討

することは重要なこととなる。今回検討した「患者満

足度」は、業務の資質を判断する上で重要な指針とな

ると考えられる。一般に医療機関で行われる専門治療

は、患者にとってはすぐに理解できるとは限らない。

インフォームドコンセントが導入され、患者への説明

責任と同意を得た治療が行われるようになったが、充

分に理解できずにいる患者も少なくはない。医療ソー

シャルワーカーは、ケースワークを通して、患者の思

いや気持ちを支援するのである。



このような医療ソーシャルワーカーの業務が患者の

満足度となって表面化している者と考えられ、医療機

関にとって必要な業務となっている。

患者のニーズを捉えて、適切な業務を行ったかにつ

いては、今回検討した「インテークから終結までの業

務分析」で、医療チームが患者ニーズを捉えていた

か、医療ソーシャルワーカーは患者ニーズ、を捉えてい

たか、患者ニーズの変化に対して適切な対処をしたか、

医療ソーシャルワーカーはニーズ変化などを医療チー

ムに適切にフィードパックできたかなどの視点で重要

なことであると考えられる。

医療ソーシャルワーカーは、資格が法制化されてい

ないが、保健医療機関においては専門職として考えら

れている。資格が法制化されていないから業務が明確

でないのではなく、「医療ソーシャルワーカー業務指

針」に照らして業務を振り返り、利用者である患者の

満足や、患者ニーズの変化に敏感に反応でき、対処で

きて初めて、専門職として評価されると考えられる。

おわりに

医療ソーシャルワーカーは資格としては法制上に位

置づけられていない。国の業務指針示されているもの

の、その業務は確定的なものではなく、施設ごとにそ

の特徴をもった業務を行っていると考えられる。その
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中で、医療ソーシャルワーカーとして、専門職として

認知されるためには、業務指針の業務を着実に行い、

利用者である患者の満足を得ることである。日々業務

を見直しながら、保健医療機関の中で社会福祉専門職

として、我が国の社会福祉の目指す、地域における福

祉を実現していくととが必要である。
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